
（10）難病患者及び小児慢性特定疾病児童等が
利用できる他の医療費助成制度について
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根 拠 法 ： 障害者総合支援法

概 要 ： 障害者（児）が自立した日常生活は社会生活を営むために必要な心身の障害の状態を軽減するための医療（保険診
療に限る。）について、当該医療費の自己負担額を軽減するための公費負担医療制度

※ 所得に応じ１月あたりの自己負担上限額を設定（月額総医療費の１割がこれに満たない場合は１割）
※ 保険優先のため、通常、医療保険の自己負担分（３割）と上記の自己負担上限額の差額分を自立支援医療費により支給

実 施 主 体 ：【更生医療・育成医療】 市町村 【精神通院医療】 都道府県・指定都市

負 担 割 合 ：【更生医療・育成医療】 国 1/2，都道府県1/4，市町村1/4

【精神通院医療】 国1/2，都道府県・指定都市1/2

支給決定件数 ：【更生医療】 262,049件 【育成医療】 26,012件 【精神通院医療】 2,019,377件 ※平成29年度

根拠法及び概要

更 生 医 療 ： 身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者で、その障害の状態を軽減する手術等の治療により確実に効果が期待でき
る者（18歳以上）

育 成 医 療 ： 児童福祉法第４条第２項に規定する障害児のうち、障害に係る医療を行わないときは将来において身体障害者福祉法別表
に掲げる障害と同程度の障害を残すと認められ、手術等により確実な治療の効果が期待できる者（18歳未満）

精神通院医療 ： 精神保健福祉法第５条に規定する精神疾患（てんかんを含む。）を有する者で、通院による精神医療を継続的に要する者

対 象 者

（精神通院医療）
精神科専門療法
訪問看護

（更生医療・育成医療）
肢体 不自由 ･･･ 関節拘縮 → 人工関節置換術 言語障害 ･･･ 口蓋裂 → 形成術
視 覚 障 害 ･･･ 白内障 → 水晶体摘出術 免疫機能障害 ･･･ 抗HIV療法
聴 覚 障 害 ･･･ 高度難聴 → 人工内耳埋込術
内 臓 障 害 ･･･ 心臓機能障害 → ペースメーカー埋込手術

腎臓機能障害 → 腎移植、人工透析 肝臓機能障害 → 肝移植

＜先天性内臓障害＞ 鎖肛 →  人工肛門の造設 ※ 育成医療のみ

対象となる医療の例

自立支援医療制度の概要
○ 自立支援医療の患者負担については、対象者の所得に応じて１月当たりの負担上限額

が設定されている（ただし、月額総医療費の１割がこれに満たない場合は１割）。
○ 費用が高額な治療を長期にわたり継続しなければならない（重度かつ継続）者、育成

医療の中間所得層については、負担上限額の更なる軽減を実施している。

（資料出所）厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部作成資料 118



「重度かつ継続」の範囲
○疾病、症状等から対象となる者

[更生・育成 ]  腎臓機能・小腸機能・免疫機能・心臓機能障害 (心 臓移植後 の抗免疫 療法に限 る )・ 肝臓の機 能障害 ( 肝臓移植 後の抗免 疫療法に 限る )の 者
[精神通院 ]    ①統合失調症、躁うつ病・うつ病、てんかん、認知症等の脳機能障害、薬物関連障害（依存症等）の者

②精神医療に一定以上の経験を有する医師が 判断した 者

○疾病等に関わらず、高額な費用負担が継続することから対象となる者
[更生・育成・精神通院 ] 医療保険の多数回該当の者

負担上限月額の経過的特例措置
育成医療の中間所得１，２及び「重度かつ 継続」の 一定所得 以上の負 担上限月 額につい ては 、令 和３年３ 月３１日 までの経 過的特例 措置

医療保険（７割） 自立支援医療費
（月額医療費－医療保険－患者負担）

患者負担
（１割又は負担上限額）

【月額医療費の負担イメージ】 ＊医療保険加入者（生活保護世帯を除く）

一定所得以上

中 間 所 得 ２

中 間 所 得 １

低 所 得 ２

低 所 得 １

生 活 保 護

市町村民税非課税（低所得１を除く）

市町村民税非課税（本人又は障害児の保護者の年収80万円以下)

生活保護世帯

市町村民税 33,000円未満（年収約290～400万円未満）

市町村民税 33,000円以上235,000円未満（年収：約400～833万円未満）

市町村民税 235,000円以上（年収約833万円以上）

０円

２，５００円

５，０００円

５，０００円 ５，０００円

１０，０００円 １０，０００円

２０，０００円対 象 外 対 象 外

更生医療・
精神通院医療 育成医療 重度かつ継続

総医療費の１割
又は高額療養費
（医療保険）の
自己負担限度額

所得区分（医療保険の世帯単位）

【自己負担上限月額】

＊年収については、夫婦＋障害者である子の３人世帯の粗い試算

自立支援医療の患者負担の基本的な枠組み
○ 自立支援医療の自己負担については、対象者の所得に応じて１月当たりの負担上限額

が設定されている。（月額総医療費の１割がこれに満たない場合は１割）
○ 費用が高額な治療を長期にわたり継続しなければならない（重度かつ継続）者、育成

医療の中間所得層については、更に軽減措置を実施している。
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（資料出所）厚生労働省子ども家庭局母子保健課作成資料

未熟児養育医療給付事業
○ 小児慢性疾病児童等が利用できる他の医療費助成制度として、未熟児養育医

療給付事業がある。同事業では、未熟児（※）に対して、医療保険の自己負担分
を補助している。

○ 目的 養育のため病院又は診療所に入院することを必要とする未熟児に対し、その養育
に必要な医療の給付を行う。

○ 対象者 次のいずれかに該当するもので、医師が入院養育を必要と認めた未熟児
・ 出生時の体重が２,０００ｇ以下のもの
・ 生活力が特に薄弱であって、正常児が出生時に有する諸機能を得るに至って

いないもの
○ 給付の範囲 ① 診察

② 薬剤又は治療材料の支給
③ 医学的処置、手術及びその他の医療
④ 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護
⑤ 移送

○ 補助根拠 母子保健法第２０条、第２１条の３
○ 指定医療機関 都道府県知事が医療機関を指定
○ 実施主体 市区町村
○ 補助率 １／２（負担割合：国１／２、都道府県１／４、市区町村１／４）
○ 自己負担 申請者の所得に応じて、治療に要した費用について一部自己負担がある
○ 予算額 令和元年度予算 3,629百万円

事業の概要
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※ 身体の発育が未熟のまま出生した乳児(1歳未満)であって、正常児が出生時に有する諸機能を得るに至るまでのもの。



○ 自己負担なし ９県（１９．２％）
○ 自己負担あり ３７県（７８．７％）
○ その他（※） １県（ ２．１％）

○ 所得制限なし １７県（３６．２％）
○ 所得制限あり ２９県（６１．７％）
○ その他（※） １県（ ２．１％）

１．対象年齢

２．所得制限

３．一部自己負担

都道府県における実施状況

１．対象年齢 （単位：市町村）（単位：都道府県）

（※）交付金のため、対象年齢・所得制限・一部自己負担に関する規
定なし

(N=47)

(N=1,741)

市町村における実施状況

対象年齢 通 院 入 院

４歳未満 ３ １

５歳未満 １ ０

就学前 ２５ ２０

９歳年度末 ３ １

１２歳年度末 ４ ６

１５歳年度末 ８ １６

１８歳年度末 ２ ２

その他（※） １ １

対象年齢 通 院 入 院

就学前 １１１ １２

９歳年度末 １０ ２

１０歳年度末 １ ０

１２歳年度末 １１８ ８１

１３歳年度末 １ ０

１５歳年度末 １，０２２ １，１３１

１８歳年度末 ４７４ ５１１

２０歳年度末 ３ ３

２２歳年度末 １ １

○ 所得制限なし １，４６３市町村（８４．０％）
○ 所得制限あり ２７８市町村（１６．０％）

○ 自己負担なし １，０６９市町村（６１．４％）
○ 自己負担あり ６７２市町村（３８．６％）

３．一部自己負担

２．所得制限

（資料出所）厚生労働省子ども家庭局母子保健課調べ（平成29年４月）

乳幼児等医療費助成制度について
○ 各市町村は、それぞれ、対象年齢や所得制限などを設定し、医療保険制度における子どもの自己負

担額（３割、ただし小学校入学前までは２割）分について、医療費助成を実施している（地方単独事
業）。都道府県は、域内の市町村に対し、一部補助を行っている。

○ なお、多くの市町村が都道府県の対象年齢等の要件を拡大して医療費を助成している。
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